
中間前払金制度の導入 【平成２９年４月１日現在】

○ 中間前払金制度は、建設業者の資金繰りの改善を通じて、地域の産業や雇用、防災や除雪などを支えます。

○ 地元の中小建設業者が受注者となることが多い、市町村発注の工事における普及が求められています。

○ 利用実績も増加しており、建設業者の資金繰りの改善に大きく寄与しています。

２. 平成２１年４月３日付け、総務省自治行政局長、国土交通省建設流通政策
審議官の連名要請

＜地方公共団体に対する緊急要請＞

平成２１年度当初予算の成立を受けて、建設業が地域の雇用を確保し、

地域産業の中核として持続的に発展することができるよう、適正価格での契
約の推進のための公共工事の入札及び契約手続の更なる改善を緊急かつ
着実に行う必要があるため、 「前払金及び中間前払金の適切な運用」等の
所要の措置を要請。

※ ２１年８月から北陸地方整備局が北陸３県の市町村に対して、直接導入
要請を開始。

～２１年度 ・１６自治体

２２年度

【１９自治体】

・長岡市､南魚沼市､糸魚川市､十日町市､湯沢町､柏崎市､小千谷市､見附市

・滑川市､黒部市､氷見市､砺波市､小矢部市､南砺市､射水市､入善町

・金沢市､野々市市､津幡町

２３年度

【１４自治体】

・五泉市､魚沼市､聖籠町

・小松市､かほく市､白山市､内灘町､七尾市､宝達志水町､穴水町､加賀市､

中能登町､志賀町､羽咋市

２４年度

【８自治体】

・弥彦村、粟島浦村

・上市町､朝日町､舟橋村

・珠洲市､能登町､川北町

２５年度 ・関川村

２６年度 ・阿賀町

２７年度 ・刈羽村

２８年度 ･津南町､出雲崎町

２９年度 ・田上町

年度 件数 請負金額 保証金額

２２年度 ３９７ １８,２６３ ３,６０２

２３年度 ４４３ ２２,１３９ ４,３５６

２４年度 ４９５ ２９,６４４ ５,８４２

２５年度 ５４７ ４０,００２ ７,７６１

２６年度 ５２５ ３８,９４５ ７,６３６

２７年度 ４１５ ３０,３１５ ５,９３６

２８年度 ４１０ ３８,１５６ ７,５１４

【導入した自治体】

【北陸３県市町村の中間前払金保証実績】 （単位：百万円）

【北陸３県の市町村導入率 約９８％ （６３市町村／６４市町村）】

８月２９日の「安心実現のための緊急総合対策」を受けて、地域の建設業
に対する緊急の対策として、建設業者が地域産業の中核として持続的に発
展することができるよう、適正価格での契約の推進のための公共工事の入
札及び契約の改善を早急に行う必要があるため、「前払金及び中間前払金
の適切な運用」等の所要の措置を要請。

※ 出典 東日本建設業保証（株）新潟支店

１. 平成２０年９月１２日付け、総務省自治行政局長、国土交通省建設流通政策
審議官の連名要請

３. 平成２３年８月２５日付け、総務大臣、国土交通大臣の連名要請

建設工事の元請業者において、施工に必要な資金確保が円滑に行われ

ない場合には、下請負人や労働者に対する不払や支払遅延を招きかねず、
適正な施工体制の確保が困難となる結果、公共工事の品質に著しい支障
が生じることとなることから、建設企業の資金繰りの円滑化を通じて適正な
施工が確保されるよう、「前払金・中間前払金の導入・拡大を図ること」等の
所要の措置を要請。

・新潟県 約９７％ （29/30市町村） うち、市の導入率 ９５％ （19/20市）
・富山県、石川県は導入率１００％を達成



地域別 市町村名
導入
状況

平成２０年度
以前導入

平成２１年度
導入

平成２２年度
導入

平成２３年度
導入

平成２４年度
導入

平成２５年度
導入

平成２６年度
導入

平成２７年度
導入

平成２８年度
導入

平成２９年度
導入

新潟市 ● H20.12.25

新発田市 ● H21.5.1

村上市 ● H20.7.1

燕市 ● H21.4.1

五泉市 ● H23.4.1

阿賀野市 ● H20.6.1

胎内市 ● H20.11.4

聖籠町 ● H23.5.1

弥彦村 ● H24.4.1

阿賀町 ● H26.8.1

関川村 ● H25.4.1

粟島浦村 ● H25.1.1

長岡市 ● H22.4.1

三条市 ● H21.7.1

柏崎市 ● H22.12.1

小千谷市 ● H22.12.1

加茂市 未

・１９市/２０市導入 十日町市 ● H22.10.1

　(市の導入率 ９５％) 見附市 ● H22.12.1

・町村導入率 １００％ 魚沼市 ● H23.4.1

南魚沼市 ● H22.4.1

田上町 ● H29.4.1

出雲崎町 ● H28.4.1

湯沢町 ● H22.10.1

津南町 ● H28.4.1

刈羽村 ● H27.4,1

糸魚川市 ● H22.4.1

妙高市 ● H21.4.1

上越市 ● H15.8.1

佐渡（1） 佐渡市 ● H21.6.1

29 5団体 5団体 8団体 3団体 2団体 1団体 1団体 1団体 2団体 1団体

富山市 ● H21.4.1

魚津市 ● H21.4.1

滑川市 ● H22.4.1

黒部市 ● H22.4.1

舟橋村 ● H24.4.1

上市町 ● H24.4.1

立山町 ● H21.6.1

入善町 ● H22.7.1

朝日町 ● H24.4.1

高岡市 ● H21.4.1

氷見市 ● H22.4.1

砺波市 ● H22.4.1

小矢部市 ● H22.4.1

南砺市 ● H22.4.1

射水市 ● H22.4.1

15 0団体 4団体 8団体 0団体 3団体

金沢市 ● H22.4.1

小松市 ● H23.4.1

加賀市 ● H23.7.1

かほく市 ● H23.4.1

白山市 ● H23.4.1

能美市 ● H20.4.1

川北町 ● H24.4.1

野々市市 ● H22.4.1

津幡町 ● H22.11.1

内灘町 ● H23.4.1

七尾市 ● H23.5.1

輪島市 ● H21.1.1

珠洲市 ● H24.4.1

羽咋市 ● H24.1.1

志賀町 ● H23.10.1

宝達志水町 ● H23.5.10

中能登町 ● H23.10.1

穴水町 ● H23.5.17

能登町 ● H24.4.1

19 2団体 0団体 3団体 11団体 3団体

7団体 9団体 19団体 14団体 8団体 1団体 1団体 1団体 2団体 1団体

要請前 7団体
導入率 約11％

要請前 16団体
導入率 25％

要請後 35団体
導入率 約55％

要請後 49団体
導入率 約77％

要請後 57団体
導入率 約89％

要請後58団体
導入率約91％

要請後59団体
導入率約92％

要請後60団体
導入率約94％

要請後62団体
導入率約97％

要請後63団体
導入率約98％

北陸３県（６３市町村／６４市町村）
導入率 約９８％

北陸３県の市（４０市／４１市）
導入率 約９８％

能登
（9）

中越
（14）

加賀
（10）

西部
（6）

東部
（9）

上越
（3）

計６４団体 63

県別

新　　潟　　県

富　　山　　県

【１５市町村】

導入率
１００％

石　　川　　県

【１９市町】

導入率
１００％

【３０市町村】

導入率
約９７％

うち、

下越
（12）

北陸三県の市町村における中間前払金制度の導入状況
建政部では、地域の産業や雇用、防災や除雪などを支える建設業の資金繰りを支援するため、管内自治体（６４市町村）に対し、中間前払金制度の導入の要請を行っています。
平成２９年４月１日現在の導入状況は、次のとおりです。

計１９団体

計15団体

計30団体

富山県内
導入率

１００％

達成！

石川県内
導入率

１００％

達成！


